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 ERP 自体は、従来メインフレームやオフコン上で提供されてきた MRP（Material 
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立っている。このことは、新世代３次元 CADにおいても ERPにおいても同様である。 








 また、最も代表的な ERPパッケージである SAP R/3のモジュール構成を示せば、表２
のとおりである。 
 
























                                                 
13 詳細は、http://www.ibm.co.jp/manufacturing/prod/catia/package_mech_419.htmlを参
照せよ。 


























 機械設計用３次元 CAD の日本における導入利用実態を最も詳細に調査したのは、機械
振興協会経済研究所による調査16である（以下、機振協調査と略称）。広義の機械産業を対
                                                 
14 詳細は、たとえば次を参照。機械振興協会経済研究所、「３次元・デジタル技術が開発・
生産プロセスに与える影響」、機械工業経済研究報告書 H8-4、1997年、４頁以下；「CAD







から無作為抽出による 84 社の合計 700 社・部門に対して、それぞれ製品開発関連部署の
 - ９ - 
象に 1998年に実施されたその調査では、おもに次の３点が見いだされている。 
① CADの導入状況をみると、日本はいま２次元 CADから３次元 CADへの移行途上に
あり、３次元 CADが次第に普及度を高めている。 






 第１に、２次元 CAD については、回答を得たほぼすべての事業部・企業（以下、回答
企業とよぶ）で導入済みであった（実際に使っているかどうかは別であり、この点は後述
する）。それに対して、３次元 CAD については「導入済み」が 65％にとどまるものの、
その比率は 90年代に急上昇し、現在なお上昇中である。 
 ３次元CADのなかでもとくに新世代３次元 CADに着目すると、それを導入し実際にも




















17 PRO/ENGINEERは米 Parametric Technology社製、I-DEASは米 Structural Dynamics 
Research社製、CATIAは仏Dassault Systems社製のシステムである。機械設計用３次元CAD
の領域には国産システムもあるが、ごく一部で使われているにすぎない。 
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表３ ３次元 CAD導入の組織的推進主体 
 
推進主体 回答数 構成比 
設計部門が主導的に促進 69社 47.6％ 
事業部内の特別プロジェクトが主体 25社 17.2％ 
全社的な特別プロジェクトが主体 20社 13.8％ 
本社情報システム部門が主導 9社 6.2％ 
事業部情報システム部門が主導 9社 6.2％ 
その他 13社 9.0％ 
合計 145社 100％ 















































19 榊原清則監修、前掲レポート、経団連 21世紀政策研究所、108頁。 







表４ 製造業 ERPユーザーの導入形態 
 
 管理会計 生産管理 購買・在
庫管理 
販売管理 それ以外 回答数 構成比 




不問 7社 9.6％ 




不問 8社 11.0％ 
Ｅ群 不問 いずれか１つ 不問 39社 53.4％ 
無回答      1社 1.4％ 

















                                                 
20 この質問票調査がシステム部門のミドルマネジャーを回答者にしたものなので、回答に
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無回答・不明 4社 4.4％ 
























                                                                                                                                               
バイアスがかかっている疑いはある。 
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スの検討は重要であり、その重要性は、ここでとりあげた先端的な情報システムの導入を
考慮する場合には決定的に大きいというのが議論のポイントである。 
 
